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令和 5 年試験

論 文 式 試 験 問 題

会 計 学〔 午後〕

1  受験上の注意事項
・ 試験官から の注意事項の聞き 漏ら し ／受験案内や試験室及び受験票その他に記載・ 掲示さ  

れた注意事項の未確認等， こ れら を原因と し た試験における 不利益は自己責任になり ま す。

・ 携帯電話等の通信機器や携行品の取扱いについては， 試験官の指示に従ってく ださ い。

・ 試験開始の合図がある ま で， 配付物や筆記用具に触れないでく ださ い。

・ 問題に関する 質問には， 応じ ま せん。

2  不正受験や迷惑行為の禁止
・ 不正行為を行った場合／試験官の指示に従わない場合／周囲に迷惑をかける 等， 適正な試

験実施に支障を来す行為を行った場合， 直ちに退室を命ずるこ と があり ます。

3  試験問題
・ 試験開始の合図後， 直ちに頁数（ 全 18 頁）を調べ， 不備等があれば黙っ て挙手し ， 試験官

に申し 出てく ださ い。

4  答案用紙
・ 問題冊子の中ほど に挿入し てあり ま す。

・ 試験開始の合図後， 直ちに頁数（ 全 6 頁）を調べ， 不備等があれば黙って挙手し ， 試験官に

申し 出てく ださ い。

・ 答案作成に当たっ ては， ボールペン又は万年筆（ いずれも 黒イ ンク に限る 。 消し ゴム等で

イ ンク が消える ボールペンは不可。）及び修正液又は修正テープ（ 白色に限る 。）を 使用し て

く ださ い。 こ れら のも の以外を 使用し た場合／答案用紙に記入し た文字（ 数字を 含
む。）の判読が困難な場合， 採点さ れないこ と があり ます。

・ 答案用紙の左上を ホッ チキス 留めし てあり ま す。 ホッ チキス留めを外し た場合は， 採
点さ れないこ と があり ます。

5  受験番号シールの貼付
・ 配付後， 目視で受験番号及び氏名を確認し ， 不備等があれば黙って挙手し ， 試験官に申し

出てく ださ い。

・ 試験開始の合図後， 各答案用紙の右上の所定欄へ全頁に貼付し てく ださ い。

6  試験終了後
・ 試験終了の合図後， 直ちに筆記用具を置き ， 答案用紙は裏返し て通路側に置いてく ださ い。

・ 試験官が答案用紙を集め終わり 指示する ま で， 絶対に席を立たないでく ださ い。

・ 答案用紙が試験官に回収さ れずに手元に残っていた場合は， 直ちに挙手し ， 試験官に申し

出てく ださ い。   

試験官に回収さ れない場合， いかなる理由があっ ても 答案は採点さ れません。

7  試験問題（ 該当ある科目は法令基準等）の持ち帰り
・ 試験終了後， 持ち帰る こ と ができ ま す。   

なお， 中途退室する 場合には， 持ち出し は認めま せん。 必要な場合は， 各自の席に置いて

おき ま すので， 試験終了後， 速やかに取り に来てく ださ い。

注 意 事 項
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（ 会　 計　 学）

第　 3 　 問

第 3 問から 第 5 問ま で

時　 間　 　 　 　 3 時間
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〔 午前〕と あわせ

満点 300 点

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�

（ 60 点）

キャ ッ シュ ・ フ ロ ー計算書に関する 次の 問 1 およ び 問 2 に答えなさ い。

〔 資料Ⅰ〕およ び〔 資料Ⅱ〕に基づき ，〔 資料Ⅲ〕に示し た当期（ Ｘ 1 年 4 月 1 日～Ｘ 2 年 3 月 31 日）

のキャ ッ シュ ・ フ ロ ー計算書を 間接法によ り 作成し ， ①～⑩に当てはま る 金額を 解答し なさ

い。 なお， 金額がマイ ナス の場合は， その金額の前に△を付すこ と 。

〔 資料Ⅰ〕　 財務諸表

貸借対照表

（ 単位： 百万円）

資産
Ｘ 1 年

3 月 31 日

Ｘ 2 年

3 月 31 日
負債・ 純資産

Ｘ 1 年

3 月 31 日

Ｘ 2 年

3 月 31 日

現金及び預金 5, 150 7, 410 支払手形 1, 040 1, 130

受取手形 1, 950 1, 830 買掛金 4, 040 3, 280

売掛金 3, 410 4, 180 1 年内返済予定の

長期借入金

─ 800

貸倒引当金 △ 120 △ 190 未払法人税等 440 680

棚卸資産 4, 720 4, 090 未払利息 80 90

未収利息 50 40 長期借入金 4, 700 4, 900

有形固定資産 5, 580 6, 440 退職給付引当金 2, 170 2, 350

減価償却累計額 △ 2, 460 △ 1, 790 資本金 4, 000 4, 500

投資有価証券 1, 130 690 利益剰余金 2, 940 4, 970

資産合計 19, 410 22, 700 負債・ 純資産合計 19, 410 22, 700

問題 1

問 1



2 Ｍ2―7

令和 5 年論文式会計学[ 午後]

損益計算書

Ｘ 1 年 4 月 1 日～Ｘ 2 年 3 月 31 日（ 単位： 百万円）

売上高 30, 800

売上原価  25, 620

売上総利益  5, 180

販売費及び一般管理費

　 給料・ 手当・ 賞与 1, 230

　 貸倒引当金繰入額 70

　 旅費交通費 50

　 退職給付費用 80

　 減価償却費 170

　 その他  30

　 販売費及び一般管理費合計  1, 630

営業利益  3, 550

営業外収益

　 受取利息及び配当金 90

　 為替差益 230

　 その他  20

　 営業外収益合計  340

営業外費用

　 支払利息 120

　 その他  10

　 営業外費用合計  130

経常利益  3, 760

特別利益

　 投資有価証券売却益 580

特別損失

　 有形固定資産除却損 330

　 投資有価証券評価損  350

　 特別損失合計  680

税引前当期純利益 3, 660

法人税， 住民税及び事業税  1, 100

当期純利益  2, 560
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〔 資料Ⅱ〕　 当期の財務諸表に関する 補足情報

1． 有形固定資産Ａ を除却し ， 除却時点における 帳簿価額 330 百万円を 除却損と し て計上し た（ 除

却時点における 減価償却累計額は 1, 140 百万円）。 ま た， 有形固定資産Ｂ を取得し ， 全額預金で

支払った。

有形固定資産の減価償却費は， 販売費及び一般管理費に計上さ れている 170 百万円の他， 製造

原価に 300 百万円含ま れている 。

2． 投資有価証券Ｃ を 410 百万円で取得し ， 全額預金で支払う と と も に， 投資有価証券Ｄ を 売却

し ， 売却益 580 百万円を計上し た。 売却代金は全額預金に入金さ れた。 ま た， 投資有価証券Ｅ に

ついて実質価額が著し く 低下し たため， 期末に評価損 350 百万円を計上し た。

なお， 当社の保有する 投資有価証券は全て市場価格のない株式である 。

3． 長期借入金によ る 資金調達を 行い， 全額預金に入金さ れた。 ま た， 期末に長期借入金のう ち 

1 年内返済予定分 800 百万円を 1 年内返済予定の長期借入金に振替えた。

4． 増資 500 百万円を行い， 全額預金に入金さ れた。

5． 剰余金の配当を行い， 全額預金で支払った。 剰余金の配当に係る 期首およ び期末の未払はない。

6． 為替差益は， 全て外貨預金の期末の評価替えによ る も のである 。

7． 預金は全て現金及び現金同等物に該当する 。

8． 事業税（ 付加価値割およ び資本割）については， 考慮し ないも のと する 。
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〔 資料Ⅲ〕

キャ ッ シュ ・ フ ロ ー計算書

Ｘ 1 年 4 月 1 日～Ｘ 2 年 3 月 31 日（ 単位： 百万円）

Ⅰ 営業活動によ る キャ ッ シュ ・ フロ ー

　 税引前当期純利益 （ ）

　 減価償却費 （ ① ）

　 貸倒引当金の増減額 （ ）

　 退職給付引当金の増減額 （ ）

　 受取利息及び配当金 （ ）

　 支払利息 （ ）

　 為替差益 （ ）

　 投資有価証券売却益 （ ）

　 有形固定資産除却損 （ ）

　 投資有価証券評価損 （ ）

　 売上債権の増減額 （ ）

　 棚卸資産の増減額 （ ）

　 仕入債務の増減額 （ ② ）

　 　 小計 （ ）

　 利息及び配当金の受取額 （ ）

　 利息の支払額 （ ③ ）

　 法人税等の支払額 （ ）

営業活動によ る キャ ッ シュ ・ フロ ー （ ④ ）

Ⅱ 投資活動によ る キャ ッ シュ ・ フロ ー

　 有形固定資産の取得によ る 支出 （ ⑤ ）

　 投資有価証券の取得によ る 支出 （ ）

　 投資有価証券の売却によ る 収入 （ ⑥ ）

投資活動によ る キャ ッ シュ ・ フロ ー （ ）

Ⅲ 財務活動によ る キャ ッ シュ ・ フロ ー

　 長期借入れによ る 収入 （ ⑦ ）

　 株式発行によ る 収入 （ ）

　 配当金の支払額 （ ）

財務活動によ る キャ ッ シュ ・ フロ ー （ ⑧ ）
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Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 換算差額 （ ⑨ ）

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 （ ）

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 （ ）

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 （ ⑩ ）

⑴　 連結キャ ッ シュ ・ フ ロ ー計算書等の作成基準では， 間接法のキャ ッ シュ ・ フ ロ ー計算書におい

て税金等調整前当期純利益に加減し て「 非資金損益項目」が表示さ れる が， 売上原価と さ れる 棚卸

資産の評価損は「 非資金損益項目」と し て表示さ れる か否か， 答案用紙のいずれかを丸で囲みなさ

い。 ま た， その理由について説明し なさ い。

⑵　 連結キャ ッ シュ ・ フ ロ ー計算書における 連結子会社の配当金の支払額の表示について， 100 ％

子会社の場合と 非支配株主が存在する 場合に分けてそれぞれ説明し なさ い。

問 2
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リ ース 取引の会計処理に関する 次の 問 1 およ び 問 2 に答えなさ い。 なお， 解答に 

当たっては，「 リ ース 取引に関する 会計基準」に従う こ と 。

次の〔 資料〕に基づき ， 以下の〔 問題〕に答えなさ い。

〔 資料〕　 Ｘ 3 年度（ Ｘ 3 年 4 月 1 日～Ｘ 4 年 3 月 31 日）のリ ース 取引と 会計処理

1． 当社はＸ 1 年 4 月 1 日に， 甲社から 機械装置Ａ およ び機械装置Ｂ を 賃借し ， 工場で使用し てい

る 。 甲社から の賃借は以下の条件によ る 。

機械装置Ａ 機械装置Ｂ

⑴ 所有権移転条項 なし

⑵ 割安購入選択権 なし

⑶ 特別仕様か否か 特別仕様ではない

⑷ 解約不能のリ ース 期間 Ｘ 1 年 4 月 1 日から 8 年間 Ｘ 1 年 4 月 1 日から 10 年間

⑸ 見積購入価額注 1 85, 000 千円 220, 000 千円

⑹ リ ース 料 月額 1, 200 千円（ 1 年分を

ま と めて期末に支払う 。）

リ ース 料総額 115, 200 千円

月額 2, 500 千円（ 1 年分を

ま と めて期末に支払う 。）

リ ース 料総額 300, 000 千円

⑺ 取得時の経済的耐用年数 10 年 15 年

⑻ 減価償却方法 定額法（ 見積残存価額 0 ）

⑼ 追加借入利子率 年 8 ％注 2

注 1：  甲社の機械装置Ａ およ び機械装置Ｂ の購入価額は， 当社の見積購入価額に等し いが， 当社

において甲社の購入価額は明ら かではない。

注 2： 当社は甲社の計算利子率を知り 得ない。

2． 急激な国際情勢の変化のために， 機械装置Ａ から 製造さ れる 製品の価格が半値以下になり ， 減

損の兆候が認めら れた。 Ｘ 4 年 3 月 31 日における 機械装置Ａ の正味売却価額は 20, 000 千円であ

る 。 機械装置Ａ の利用によ って各年度に生じ る 将来キャ ッ シュ ・ フ ロ ー， およ びリ ース 期間終了

時の正味売却価額は， 次のと おり である 。 なお， 各年度の将来キャ ッ シュ ・ フ ロ ーは年度末にお

いて発生する も のと し ， 使用価値を 計算する 際の割引率は年 10 ％と する 。 ま た， 減価償却累計

額およ び減損損失累計額はそれぞれ独立に間接控除形式で表示する 。

Ｘ 4 年度 6, 000 千円

Ｘ 5 年度 6, 000 千円

Ｘ 6 年度 6, 000 千円

Ｘ 7 年度 6, 000 千円

Ｘ 8 年度 6, 000 千円

リ ース 期間終了時の正味売却価額 10, 000 千円

問題 2

問 1
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3． 当社は， 機械装置Ｂ を使用終了後に除去する 法的責任がある 。 機械装置Ｂ に関する 資産除去費 

用はリ ース 料に含ま れていない。 機械装置Ｂ を 除去する と き の支出は， Ｘ 1 年 4 月 1 日現在，

120, 000 千円と 見積も ら れた（ 資産除去債務は取得時にのみ発生する も のと する 。）。 その後， 見

積り の変更はなさ れなかった。 資産除去債務を算定する 際の割引率は年 5 ％と する 。 なお， 機械

装置Ｂ に係る 減価償却費およ び支払利息には， 資産除去債務に係る 利息費用を含ま ない。

4． 当社はＸ 3 年 4 月 1 日に， 乙社から 機械装置Ｃ を賃借し ， 同時に丙社に転貸し ている 。 親会社

である 当社が一括でリ ース 契約を結び， 子会社である 丙社に同じ 機械装置を導入さ せている 。 乙

社から の賃借およ び丙社への転貸は以下の条件によ る 。

機械装置Ｃ 乙社から の賃借 丙社への転貸

⑴ 所有権移転条項 なし

⑵ 割安購入選択権 なし

⑶ 特別仕様か否か 特別仕様ではない

⑷ 解約不能のリ ース 期間 Ｘ 3 年 4 月 1 日から 5 年間

⑸ 見積購入価額 80, 000 千円注 1 ─

⑹ リ ース 料 月額 1, 500 千円（ 1 年分を

ま と めて期末に支払う 。）

リ ース 料総額 90, 000 千円

月額 1, 800 千円（ 1 年分を

ま と めて期末に受取る 。）

リ ース 料総額 108, 000 千円

⑺ 取得時の経済的耐用年数 6 年 ─

⑻ 減価償却方法 定額法（ 見積残存価額 0 ） ─

⑼ 追加借入利子率 年 8 ％注 2 ─

注 1：  乙社の機械装置Ｃ の購入価額は， 当社の見積購入価額に等し いが， 当社において乙社の購

入価額は明ら かではない。

注 2： 当社は乙社の計算利子率を知り 得ない。

5． 4．のリ ース 資産の転貸に係る 会計処理は， 貸借対照表にリ ース 投資資産およ びリ ース 債務の双方 

を計上し ， 貸手と し て受け取る リ ース 料総額と 借手と し て支払う リ ース 料総額の差額を各期に配分 

する 方法によ る 。 なお， リ ース 投資資産およ びリ ース 債務は利息相当額控除後の金額で計上する 。

6． 利息相当額の総額をリ ース 期間中の各期に配分する 方法は， 利息法によ る 。

7． 当社のリ ース 取引は， 機械装置Ａ ， 機械装置Ｂ およ び機械装置Ｃ が全てである 。 ま た， 資産除

去債務に係る 当社の取引は， 機械装置Ｂ 以外に存在し ない。

8． Ｘ 3 年度末の決算整理後， リ ース 取引以外の減価償却費は 100, 000 千円およ び支払利息は

100, 000 千円であった。
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〔 問題〕 　 当社のＸ 3 年度の個別貸借対照表に計上さ れる ① リ ース 資産（ 減価償却累計額およ び 

減損損失累計額控除前の金額）， ② リ ース 投資資産（ 流動資産およ び固定資産の合計額），

③ リ ース 債務（ 流動負債）， ④ リ ース 債務（ 固定負債）， ⑤ 減損損失累計額， ⑥ 資産除去債

務の金額を 答えなさ い。 ま た， Ｘ 3 年度の個別損益計算書に計上さ れる ⑦ 減価償却費，

⑧ 支払利息， ⑨ 転リ ース 差益の金額を答えなさ い。 なお， 該当する 金額がない場合は 0 と

し ， 計算過程で端数が生じ る 場合は， 最終数値の千円未満を四捨五入する こ と 。

⑴　 我が国における 現行の会計基準は， リ ース 取引の本質をどのよ う なも のと し て考えている か。

借手の立場を前提と し て， 次の選択肢①②の中から 適切なも のを一つ選びなさ い。

①　 法的形式よ り も 経済的実態を重視する 考え方

②　 リ ース 物件を使用収益する 権利の取得をみなし ， 使用権が移転し たと みなす考え方

⑵　 オペレ ーティ ング・ リ ース 取引は， 以下のａ およ びｂ の場合， 借手の立場を前提と し て， リ ー

ス 契約時にど のよ う に会計処理がなさ れる かを 借方・ 貸方それぞれについて説明し なさ い。 な

お， リ ース 料の支払は後払いと する 。

ａ 　 ⑴で選択し たリ ース 取引の本質（ 我が国における 現行の会計基準で採用さ れている 考え方）に

基づく 場合

ｂ 　 ⑴で選択し なかったリ ース 取引の本質（ 我が国における 現行の会計基準で採用さ れていない

考え方）に基づく 場合

問 2
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（ 会　 計　 学）

第　 4 　 問

第 3 問から 第 5 問ま で

時　 間　 　 　 　 3 時間

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�

〔 午前〕と あわせ

満点 300 点

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�

（ 70 点）

従業員賞与およ び役員賞与の会計処理に関する 次の 問 1 ～ 問 3 に答えなさ い。

従業員への賞与に関し て， 賞与引当金が計上さ れる 場合がある が， その計上が妥当なも のと

し て認めら れる 理由を， 企業会計原則注解〔 注 18〕が規定する 要件に照ら し て述べなさ い。

従業員への賞与に関し て， 賞与引当金ではなく 未払費用が計上さ れる のは， いかなる 場合で

ある のかを述べなさ い。

役員賞与は， かつては利益処分によ り 利益剰余金（ 未処分利益）の減少と する 会計処理を行う

こ と が一般的であったが， 現在は発生し た期間の費用と し て処理する こ と と なっている 。 こ れ

について， ① 費用と し て処理する こ と と なっ た理由を 述べる と と も に， ② 役員賞与に関し

て， 役員賞与引当金を計上する のはいかなる 場合である のかを述べなさ い。

問題 1

問 1

問 2

問 3
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「 収益認識に関する 会計基準」およ び同適用指針， 次の〔 資料Ⅰ〕およ び〔 資料Ⅱ〕に基づい

て， 問 1 およ び 問 2 に答えなさ い。

〔 資料Ⅰ〕　 甲社と の契約内容

当社は， 甲社と の間で， 以下の⑴～⑶の内容の契約を締結し た。

⑴　 製品Ａ を甲社に販売し ， 移転する 。

⑵　 追加的な支払なし に， 製品Ａ の操作方法について 30 時間以内の訓練サービ ス を受ける 権利

を提供する 。

⑶　 購入日から 1 年間にわたり ， 製品Ａ が合意さ れた仕様に従って機能する こ と を保証する 。

〔 資料Ⅱ〕　 販売形態

1． 当社は， 通常， 甲社と の契約に含ま れている よ う な， 訓練サービス を受ける 権利を付けずに，

製品Ａ を独立し て販売し ている 。

2． 当社は， 顧客が既に購入し た製品Ａ と 組み合わせて， 甲社と の契約に含ま れている よ う な， 訓

練サービス の提供を受ける 権利を販売し ている 。

顧客に約束し た財ま たはサービス は， 履行義務の識別において，「 収益認識に関する 会計基

準」に示さ れた二つの要件をいずれも 満たす場合には， 別個のも のと さ れる 。 こ の二つの要件

をあげる と と も に，〔 資料Ⅰ〕に示さ れた甲社と の契約内容のう ち， ⑴の製品Ａ の販売と ⑵の訓

練サービス を受ける 権利の提供が， 各要件を満たすか否かについて， 根拠を示し た上で判定を

行いなさ い。

〔 資料Ⅰ〕に示さ れた甲社と の契約において， 保証は， ⑶に示さ れた内容のみである 。 こ の場

合， 当該保証に対し て， 当社がど のよ う な会計処理を行う のかを， 説明し なさ い。

問題 2

問 1

問 2
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「 税効果会計に係る 会計基準」およ び「 繰延税金資産の回収可能性に関する 適用指針」に基づ

いて， 繰延税金資産の回収可能性に関する 次の 問 1 ～ 問 3 に答えなさ い。 なお， 個

別財務諸表に適用さ れる 税効果会計を前提と し て解答する こ と 。

将来減算一時差異およ び税務上の繰越欠損金に係る 繰延税金資産の回収可能性については，

次の⑴～⑶に基づいて， 将来の税金負担額を軽減する 効果を有する かど う かを判断する 。 下記

の①， ②に当てはま る 語句を答えなさ い。

⑴　 収益力に基づく 一時差異等加減算前課税所得

⑵　（ 　 　 ①　 　 ）に基づく 一時差異等加減算前課税所得

⑶　 将来（ 　 　 ②　 　 ）

上記⑴に基づいて判断を行う 場合， 留意すべき こ と を述べなさ い。

上記⑵に基づいて判断を行う 場合， 留意すべき こ と を述べなさ い。

問題 3

問 1

問 2

問 3
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外貨換算会計に関する 次の 問 1 およ び 問 2 に答えなさ い。

外貨建取引によ って外貨建金銭債権・ 債務が生じ た場合の会計処理の考え方と し て， 一取引

基準と 二取引基準があり ，「 外貨建取引等会計処理基準」は二取引基準を採用し ている 。 こ れら

の考え方について， 商品売買の会計処理を前提に， 為替相場の変動が損益計算に与える 影響の

相違について， 損益の発生源泉別分類の観点から 説明し なさ い。

「 外貨建取引等会計処理基準」およ び以下の〔 資料〕に基づいて， 次の⑴およ び⑵の方法によ っ

て， Ｘ 2 年 12 月期の在外子会社の外国通貨で表示さ れた財務諸表を 円貨へ換算し た後の利益

剰余金と 為替換算調整勘定の金額を答えなさ い。

⑴　 収益・ 費用に関し て期中平均相場によ って換算し た場合

⑵　 収益・ 費用に関し て決算時の為替相場によ って換算し た場合

〔 資料〕

1． 当社はＸ 1 年 1 月 1 日に， 外国に子会社である Ｓ 社を設立し ， 資本金 1, 000 ド ルを全額出資し

た。 ま た， Ｓ 社は， 同日建物を 200 ド ルで購入し ， 直ちに営業を開始し た。 当社と Ｓ 社の会計期

間は 1 月 1 日から 12 月 31 日ま での 1 年である 。

2． Ｘ 1 年 12 月期のＳ 社のド ルで表示さ れた貸借対照表およ び損益計算書は， 次のと おり であ

る 。 なお， Ｘ 1 年 12 月期中に親子会社間取引はなかった。

貸借対照表 損益計算書

諸資産 1, 320 諸負債 200 売上原価 400 売上 800

建物 180 資本金 1, 000 減価償却費 20

利益剰余金 300 その他の諸費用 80

合　 計 1, 500 合　 計 1, 500 当期純利益 300

合　 計 800 合　 計 800

問題 4

問 1

問 2

（ 単位： ド ル） （ 単位： ド ル）
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3． Ｘ 2 年 12 月期のＳ 社のド ルで表示さ れた貸借対照表， 損益計算書およ び株主資本等変動計算

書は， 次のと おり である 。 なお， Ｓ 社の剰余金の配当はＸ 2 年 3 月 25 日の株主総会で決議さ れ

たも のである 。 ま た， Ｘ 2 年 12 月期中にその他の親子会社間取引はなかった。

貸借対照表 損益計算書

諸資産 1, 620 諸負債 250 売上原価 500 売上 1, 000

建物 160 資本金 1, 000 減価償却費 20

利益剰余金 530 その他の諸費用 100

合　 計 1, 780 合　 計 1, 780 当期純利益 380

合　 計 1, 000 合　 計 1, 000

株主資本等変動計算書

資本金 利益剰余金 合　 計

当期首残高 1, 000 300 1, 300

当期変動額

　 剰余金の配当 △ 150 △ 150

　 当期純利益 380 380

当期変動額合計 0 230 230

当期末残高 1, 000 530 1, 530

4． 1 ド ルあたり の為替相場については， 次のと おり である 。

Ｘ 1 年 1 月 1 日 100 円 Ｘ 2 年 3 月 25 日 110 円

Ｘ 1 年 12 月 31 日 108 円 Ｘ 2 年 12 月 31 日 109 円

Ｘ 1 年の期中平均相場 105 円 Ｘ 2 年の期中平均相場 112 円

5． 税効果会計を含め， 税金については考慮し なく てよ い。

（ 単位： ド ル） （ 単位： ド ル）

（ 単位： ド ル）
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Ｐ 社は， Ａ 社と Ｂ 社を連結子会社と する 3 社の企業集団を構成し ており ， 連結決算日およ

び 3 社の個別決算日はいずれも 12 月 31 日である 。 次の 問 1 ～ 問 3 に答えなさ い。

以下の〔 資料Ⅰ〕に記載さ れた 02 年度（ 02 年 1 月 1 日～ 02 年 12 月 31 日）の連結財務諸表お

よ び 3 社の個別財務諸表について，〔 資料Ⅰ〕～〔 資料Ⅲ〕に基づいて， 空欄ア～ツに当てはま る

各金額を答えなさ い。 なお， 負の値は金額の前に△をつける こ と 。

Ｐ 社がＡ 社およ びＢ 社の支配を獲得する 時点では， Ａ 社およ びＢ 社の資産およ び負債の簿価

と 時価に差異はなかった。 のれんは， 発生の翌年度から 5 年間で定額法によ り 償却する 。 Ａ 社

と Ｂ 社はいずれも 非上場会社であり ， 発行株式は「 金融商品に関する 会計基準」に定める 市場価

格のない株式に該当する 。 02 年度は各社と も 剰余金の配当はし ていない。 税効果は考慮し な

い。 計算結果に百万円未満の端数が生じ る 場合は， 四捨五入し て百万円単位で解答する こ と 。

〔 資料Ⅰ〕　 各社財務諸表

02 年度のＰ 社の連結財務諸表， 各社の個別財務諸表は以下のと おり である 。 なお， 経過勘定

項目は「 その他の流動資産」ま たは「 その他の負債」に含ま れている 。 一部の数値は「 ？」と し ている

ので， 各自推定し なさ い。 △は負の値である 。

（ 単位： 百万円）

連結貸借

対照表

個別貸借対照表

Ｐ 社 Ａ 社 Ｂ 社

現金預金 3, 600 ア 1, 800 800

売掛金 3, 160 イ 1, 160 2, 000

商品甲 キ 450 720

商品乙 ク 1, 500 ？

貸付金 400 ウ

その他の流動資産 707 175 220 ？

貸倒引当金 △ 55 エ △ 10 △ 10

機械装置 3, 200 3, 200

土地 3, 458 2, 188 770 500

のれん ？

子会社株式 オ

その他の固定資産 2, 550 1, 550 300 700

資産合計 ？ 12, 590 8, 160 5, 310

問題 1

問 1

（ 会　 計　 学）

第　 5 　 問

第 3 問から 第 5 問ま で

時　 間　 　 　 　 3 時間

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�

〔 午前〕と あわせ

満点 300 点

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�

（ 70 点）
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買掛金 ケ 1, 820 1, 550 1, 000

未払金 2, 940 700 1, 340 900

借入金 ？ 200 2, 000 400

その他の負債 6, 230 2, 200 2, 820 1, 210

資本金 コ 1, 500 800 900

資本剰余金 1, 500 1, 500

利益剰余金 サ 4, 670 △ 350 900

非支配株主持分 シ

負債・ 純資産合計 ？ 12, 590 8, 160 5, 310

（ 単位： 百万円）

連結損益

計算書

個別損益計算書

Ｐ 社 Ａ 社 Ｂ 社

売上高 22, 400 15, 000 6, 500 9, 000

売上原価 ス 10, 000 4, 540 7, 200

機械装置減価償却費 セ 600

のれん償却額（ 販売費及び一般管理費） ？

貸倒引当金繰入額 ？ ？ 10

その他の販売費及び一般管理費 3, 922 カ 902 990

受取利息 ソ 20

支払利息 ？ 10 8

機械装置減損損失 タ 1, 000

のれん償却額（ 特別損失） チ

子会社株式評価損 ？

当期純利益 ？ 2, 070 △ 550 800

非支配株主に帰属する 当期純利益 ツ

親会社株主に帰属する 当期純利益 ？
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〔 資料Ⅱ〕　 Ａ 社関係

1． Ｐ 社は， 00 年 12 月 31 日に， 1, 000 百万円で， Ａ 社株式（ 発行済株式数 5, 000 株）の全てを第三

者から 取得し た。 取得当時のＡ 社の純資産は資本金 800 百万円のみであった。

2． Ｐ 社は， 01 年度期首よ り ， 商品甲を グループ外部よ り 仕入れてＡ 社へ掛販売し ， Ａ 社がさ ら

にグループ外部へ販売する 取引を 行っ ている 。 01 年 12 月 31 日時点のＡ 社での商品甲の在庫は

660 百万円であった。 02 年度は， Ｐ 社から Ａ 社へ計 2, 000 百万円を販売し ， そのう ち 02 年 12 月

31 日時点のＡ 社での商品甲の在庫は 720 百万円であった。 なお， 01 年度も 02 年度も 期末未達品

はない。

商品甲は， 01 年度から Ｐ 社がグループ外部よ り 単価 50, 000 円で仕入れ， 02 年度の途中ま で単

価 55, 000 円でＡ 社へ販売し ていたが， 市況が悪化し たため， Ａ 社への販売単価を 02 年度の途中

で 45, 000 円に変更し た。 02 年度期末時点での正味売却価額も 単価 45, 000 円と なっ ている 。 Ａ

社在庫の 720 百万円は， 全て変更後の単価 45, 000 円で仕入れた分であり ， Ｐ 社でその分の損失

が発生し ている 。

Ｐ 社の売掛金のう ち 500 百万円はＡ 社に対する も のであり ， Ａ 社が認識する Ｐ 社に対する 買掛

金と 金額が一致し ている 。 Ｐ 社はＡ 社の財務内容を評価し て， 前期ま で計上し ていなかった貸倒

引当金を売掛金残高の 12 ％計上し た。

3． Ｐ 社は， 01 年 12 月 31 日に， 所有する 機械装置一式（ 取得原価 5, 000 百万円， 定額法， 耐用年

数 10 年で償却し 2 年経過， 減価償却累計額 1, 000 百万円）を， Ａ 社に現金 4, 800 百万円で譲渡

し ， 機械装置売却益 800 百万円を計上し た。 Ａ 社は， こ の機械装置一式を， Ｐ 社と 同様の方法お

よ び頻度で使用する こ と と し ， 02 年度から 定額法， 残存耐用年数 8 年で償却し た。

し かし ながら ， Ａ 社は経営環境の悪化を 受けて， 02 年度末に同機械装置一式の減損処理を 行

い， 減損後の取得原価を 3, 200 百万円と し た。 こ の価額は， Ｐ 社連結財務諸表における 減損後の

取得原価と し ても 適切な価額である 。 減損後の機械装置の表示方法は「 固定資産の減損に係る 会

計基準」によ る 原則的な方法（ 直接控除形式）を用いている 。

4． Ｐ 社は， Ａ 社の業績悪化と 手元資金が不足する リ ス ク に対応する ため， 02 年 9 月 30 日に， Ａ

社に対し て元本 2, 000 百万円を返済期限 03 年 9 月 30 日， 年利 1. 6 ％， 利払日 3 か月ごと の後払

いで年 4 回の条件で貸付を行った。

Ａ 社は， 02 年 12 月 31 日に最初の利払いを ， 銀行口座を 通じ て行っ たが， Ｐ 社口座への入金

は翌日と なり ， Ｐ 社は経過勘定項目で処理し ている 。 ま た， Ｐ 社はＡ 社の財務内容を評価し て，

同貸付金について， 貸倒引当金を元本の 12 ％計上し た。

5． Ｐ 社は， 02 年度個別決算において， Ａ 社の財務状況に鑑み， Ａ 社株式を 実質価額に相当する

Ａ 社の 02 年度個別貸借対照表上の純資産額ま で減損処理し た（ 子会社株式評価損）。 ま た， こ の

減損処理を受けて， 連結財務諸表上のＡ 社分ののれんについても 必要な対応を行った。
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〔 資料Ⅲ〕　 Ｂ 社関係

1． Ｐ 社は， 01 年 12 月 31 日に， 900 百万円で， Ｂ 社株式（ 発行済株式数 9, 000 株）の 60 ％（ 同

5, 400 株）を第三者から 取得し た。 取得当時のＢ 社の純資産は資本金 900 百万円と 利益剰余金 100

百万円であった。

2． Ｂ 社は， 02 年度期首よ り ， 商品乙を グループ外部よ り 仕入れてＰ 社へ掛販売し ， Ｐ 社がさ ら

にグ ループ外部へ販売する 取引を 開始し た。 02 年度における ， Ｂ 社の商品乙の仕入額合計は

5, 800 百万円であっ た。 Ｂ 社はこ の商品乙について， Ｐ 社へ計 6, 000 百万円を 販売し（ 売上高総

利益率は 20 ％）， 02 年 12 月 31 日時点のＰ 社での商品乙の在庫は 1, 500 百万円であっ た。 期末

未達品はない。 Ｐ 社の買掛金は全額Ｂ 社に対する も のである 。 なおＢ 社ではＰ 社への債権につい

て， 貸倒引当金を計上し ていない。

3． Ｐ 社は， 02 年度期首よ り ， 経理業務の一部を Ｂ 社へ年間委託料 100 百万円で委託し ており ，

その費用は個別損益計算書上「 その他の販売費及び一般管理費」に計上し ている 。 こ れについてＢ

社は， Ｂ 社の主たる 業務を構成する と し て， 個別損益計算書上「 売上高」に 100 百万円を計上し ，

人件費等を同「 売上原価」に 70 百万円計上し ている 。 Ｐ 社では， 同社の連結会計方針によ り 連結

損益計算書上， 経理業務の費用は全て「 その他の販売費及び一般管理費」と し て計上する も のと し

ている 。 なおこ の 100 百万円は， 両社間で精算済みであり 債権債務はない。

Ｐ 社は， 03 年度（ 03 年 1 月 1 日～ 03 年 12 月 31 日）に， 所有する Ｂ 社株式 5, 400 株（ 60 ％）

のう ち， 450 株（ 5 ％）を 対価現金にて第三者に売却する こ と にし た。 Ｂ 社を 連結子会社と する

こ と は継続する 。 こ の場合に， Ｐ 社が 03 年度にキャ ッ シュ ・ フ ロ ー計算書を 作成する なら

ば， 売却によ る 現金収入は， 営業活動， 投資活動， 財務活動のう ち， ど の表示区分に表示さ れ

る こ と になる か。 個別と 連結， それぞれの適切な表示区分を選択し て（ 答案用紙の「 営業」「 投

資」「 財務」のいずれかを丸で囲むこ と 。）， その理由について述べなさ い。

Ｐ 社は， 現在Ｃ 社の議決権の 100 分の 17 を 自己の計算において所有し ており ， Ｃ 社を 持分

法適用会社にも 連結子会社にも し ていない。 Ａ 社およ びＢ 社は， Ｃ 社の議決権を有し ていない。

Ｐ 社はＣ 社を， ど のよ う な場合に持分法適用会社と すべき か， ま たど のよ う な場合に連結子

会社と すべき か， それぞれ簡潔に答えなさ い。 ただし 議決権割合に変更はなく ， Ｃ 社の財務数

値はＰ 社連結財務諸表において重要性がある も のと する 。

問 2

問 3
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連結財務諸表の作成にあたり ， 他の企業の資産およ び負債を時価で評価する 場合がある 。

こ れについて次の 問 1 およ び 問 2 に答えなさ い。

連結子会社ま たは持分法適用会社の資産およ び負債の時価評価については， いつの時点の時

価を用いて， 資産およ び負債のど の範囲ま で行う のか， に関し て大き く 二つの考え方がある 。

現行基準では， 連結子会社の場合にどちら の考え方が用いら れている か， ま た持分法適用会社

の場合にはど ちら の考え方が用いら れている か， それぞれについて説明し なさ い。

時価評価を， いつの時点の時価で行う かについては， 子会社の取得を複数の取引によ り 達成

し た場合に， 取得企業における 被取得企業の取得原価の算定に関し て， 個別財務諸表と 連結財

務諸表と でも 違いが生じ る こ と になる 。 ど のよ う な違いが生じ ， それはどのよ う な考え方によ

る かを説明し なさ い。

連結財務諸表における 税効果について， 次の 問 1 およ び 問 2 に答えなさ い。

「 税効果会計に係る 会計基準」では， 連結財務諸表固有の一時差異が生ずる 場合と し て， 以下

の三つの例を挙げている 。

①　 資本連結に際し ， 子会社の資産及び負債の時価評価によ り 評価差額が生じ た場合

②　 連結会社相互間の取引から 生ずる 未実現損益を消去し た場合

③　 連結会社相互間の債権と 債務の相殺消去によ り 貸倒引当金を減額修正し た場合

こ れら の一時差異はなぜ連結財務諸表固有のも のなのか， 説明し なさ い。 ま た， 三つの例の

他に連結財務諸表固有の一時差異が生ずる 場合の例を二つ挙げなさ い。

連結財務諸表作成において生じ る のれんについては， 税効果を認識し ない。 その理由につい

て， 問 1 の連結財務諸表固有の一時差異と の関係から 説明し なさ い。

問題 2

問 1

問 2

問題 3

問 1

問 2


